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■はじめに 

 柏原市は、第4 次総合計画におきまして、2020 年度の目標人口を80,000 人と設定し、「市民

が活きいきとし にぎわいにあふれているまち 柏原」を将来像としてかかげ、若者の定住化促

進に重点を置いた施策の充実等に取り組むことを目標としています。 

 しかしながら、国の人口は減少の一途をたどっており、本市も平成9 年に79,882 人1 まで増加

しましたが、その後徐々に減少して、平成27 年６月末現在の人口は71, 745 人という状況になっ

ております。 

 そのような中、国は人口減少を克服し、地方創生を成し遂げるため、「まち・ひと・しごと創生

法」を制定し、国を挙げて人口経済、地域社会の課題に対して一体的に取り組み始めました。 

 そこで、本市においても定住人口の減少を食い止め、交流人口の増加を図り、市内及び市外に

居住する若い世代や子育て世代の方々に「本市に住みたい、住み続けたい」と思っていただける

ような施策の調査研究を行うために、平成26 年12 月に「柏原暮らし促進検討プロジェクトチー

ム」を発足し、検討を重ね、この度この最終報告書にとりまとめました。 

 

■「柏原暮らし促進検討プロジェクトチーム」について 

 「柏原暮らし促進検討プロジェクトチーム」は、各部局からの推薦による庁内の若手職員や女

性職員で構成する12 名の職員を委員としており、定住促進を目的とする施策の展開に向けた多角

的な検討を行うために設置されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■最終提案に至るまで 

（１）テーマの提案 

   まずどのようなテーマのもとに検討していくかを協議。各委員から出されたテーマは次の

とおりです。 

  

【テーマ】 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 9 3 31 ─  

●新庁舎建設についてのアイデア、●シェアリング制度の整備、 

●道の駅構想についてのアイデア、●学校園の統廃合と再整備、 

●女性のすみやすいまちづくりのアイデア、●稼ぐ自治体づくり、 

●税収アップのアイデア、●空き家をリノベーション、 

●その他（現在または過去の担当業務で廃止や民営化できる（すべき）もの） 
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（２）テーマの選定 

   提案されたテーマの中から、プロジェクトチームとして検討していくものを選定しました。 

  【選定されたテーマは・・・】 

 

 

 

（３）テーマに即した事業の提案 

   選定されたテーマに基づいて、様々な事業を提案しました。（全２４案） 

 

（４）提案内容の具体的検討 

提案された事業を、具体的に検討しました。その中でも、プロジェクトチームとして推奨

する提案事項については、事業化を踏まえた詳細な検討を実施しました。 

 

 

 

 

 

■最終提案事項（24 項目） 

１ 『はじめよう 柏原暮らし』パンフレットの配布 

内容 現在はウェブページのみの掲載だが、近隣の不動産店等にも置いてもらい、

中河内周辺で住まいを探している方、柏原の物件を案内するときに渡してもら

う。（パンフレットを置いてもらうところは、柏原に住んでほしいターゲット層

の転入元を市民課で調査し、その市町村の不動産店等に重点的に置いてもら

う。） 

見込まれる

効果・成果 

 

柏原市近辺で住まいを探している方にパンフレットを見てもらい、興味を持

ってもらうことで、柏原市が住まいの候補地になる。 

受けられる制度等を知ってもらい、メリットを感じてもらえれば、定住につ

ながる。 

課題 ・市民課の転入元調査が可能かどうか。 

・日々変わっていく情報をきちんと把握・更新していけるか。 

その他 不動産店に置いてもらう分には、市の全体図と主要施設、エリア分け（国分・

田辺・東条など、不動産情報から見てこの辺だと分かるように）をしたページ

を増やす。 

 

 

 

ặר  
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２ 柏原市ＰＲ媒体（ポスター）の作成 

内容 以前の会議の意見にもあったが、柏原市の知名度が低く、名前を聞いたこと

があっても、どのような市か分からないという現状がある。まずは柏原市を知

ってもらうために、柏原市を PR するポスター等を作成し、主要駅構内等に掲

示。ポスターの中身については「子育て施策、自然 PR、職員採用募集など」幅

広く作成する。 

先進事例 職員採用募集ポスターは奈良県生駒市等多くの自治体が作成している 

見込まれる

効果・成果 

一過性になりかねないが、インパクトを与えるものができれば知名度向上に

つながる。継続して行うことで交流人口の増加をもたらす。 

課題 ・どこの範囲（府内、近畿圏内等）まで範囲を広げるのか。 

 

 

 

３ インパクト重視の給付制度          

内容 給付対象者を限定的にすることで、適合する者の流入のみを極端に促すとい

うもの。限定方法については現実に起こるライフイベント（結婚や出産）や視

認できる軽易なアクシデント（スマホにヒビや本がびしょ濡れ）など、具体的

な経験を要件とする。そして給付媒体をそれらの経験に応じた（それらの経験

者だからこそのメリットがある）ものにすることで、ターゲット層をより明確

に捉えた事業であるという印象付けを行う。 

先進事例 http://toyokeizai.net/articles/ - /16593  

・東京都中央区の場合、妊娠したらタクシー利用券１万円分、出産祝いには区

内共通買物券３万円分 

・渋谷区では１人の出産につき８万円を支給する「ハッピーマザー出産助成金」

という制度 

http://krushers.kfc.co.jp/  

・民間（KFC ）のサービス。スマホ画面がクラッシュしたらクラッシャーズが

無料。 

見込まれる

効果・成果 

 

ニュースリリース等によって広範なメディアに取り上げてもらう活動（パブ

リシティ）を積極的に行うことで、市が特異な給付事業を行っていることを宣

伝し、それによって名前を知ってもらうことができる。また、市の行事や特産

品の PR に紐付けて宣伝するなど、工夫次第で給付事業から副次的効果を狙う

ことが可能である。 

課題 ・対象を限定的にすることで不公平感を募らせる懸念がある。 

・市の PR を狙いとする要素が強いので、給付事業としてどこまで継続するか

の見極めが必要。 

・偽装や詐欺などを誘発しないよう、要件定義を厳格に設けておく必要がある。 

 

 

http://toyokeizai.net/articles/-/16593
http://krushers.kfc.co.jp/
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 ４ 定住化促進、子育て応援のための助成金等給付事業   

内容 定住化・子育てに対して、経済的な支援を助成金や補助金という形で実施す

る。 

課題 対象者やその範囲の設定 

【詳細な検討内容（○定 定住化促進関係、○子 子育て関係 】 

対象 内容 

○定 Ｕターンへの支援 
柏原市へのUターンを促すため、多世帯住宅の新築もしくは 

リフォームを促進するよう支援する。 

 給付金額：固定資産税相当額の、2 世帯50% 、3 世帯75% 、 

4 世帯100%  

 給付期間：5 年程度  給付要件：固定資産税を納付し、住民

票＋実態が多世帯の人（施設入所者除くなど） 

○定 新婚・子育て世帯で分

譲住宅購入者 

最大10 万円×5 年間 

○定 子育て世帯で市内に家

を新築、購入された方 

購入（新築）後、数年間（５～１０年）固定資産税の一部相当

額を子育て助成金として交付。 

○定 市内外の子育て世代2  
リノベーションをして市内に入居・転居する子育て世代に対し

て固定資産税の半額分を3 年間支給。 

○定 実家が柏原市内にあ

り、実家近くへの引越者 

過去10 年以上柏原市に住んでいる祖父母がいて、その近くに家

を購入し3 年以上住む予定のある家族に給付金を支給。 

○定 子育て世帯又は市内に

3 親等以内親族がいる世帯 

給付期間：3 ～5 年間程度、給付方法：本人からの申請により給

付する。 

○定 転入者で自宅を新たに

所有した若年世代 

固定資産税について、3 年間の減免終了後も何年間か同額にな

るように助成する。 

○定 単身者（年齢不問） 
単身者が他市から引っ越してきた場合に引越応援金を給付

(5,000 円～10,000 円程度)。現金でなく物品でも可能。 

○子 前年に出産されたご家

庭 

1 歳になる子供の誕生日にあわせて1 万円相当の給付金又はプ

レゼント贈呈。可能であれば、保健師などからの手渡しで、1 年

間の子育てのご褒美として。 

○子 子育て世帯 
小学生までの子供が市内で習い事をした場合、入学金や月謝を

一部助成。支払った領収書等を提出して申請。入学金の場合は1

回限り。月謝の場合は当初1 年間など。 

○子 児童手当受給者 
市内在住で自動車所持世帯に、1 台につき5,000 円で自動車所

有名義人口座に振り込み。 

 

 

 

 

                                                   
2 ⅔⅔╗⌡ 20 40  
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５ 「かしわら女子応援カード（仮称）」の作成  

内容 大阪府の事業で、「まいど子でもカード」という、子育て世帯が協賛店や施設

などで割引や特典を受けられる会員制度があり、それを利用する子育て世帯が

増えている(※参考：会員登録数(9 万人))と聞いたことがあり、それを参考に、

柏原市在住の女性向け(子育て世代問わず)の会員制度を提案する。 

ポイントカードやお得な特典といったものが女性に好まれる傾向にあるの

で、柏原市内版のそういったサービスを作ることで、市内の施設や飲食店、も

しくは既存のサービスを案内(再周知)する機会にし、利用してもらおうというも

の。 

見込まれる

効果・成果 

柏原市内の施設、飲食店、既存のサービス等を広める又は周知する機会とな

り、それを通して利用者が増えることでさらなる活性化につなげる。 

課題 ・協賛店等の特典を提供してくれる店舗や施設の確保。 

・柏原市限定の女性が好む内容の提供。 

 

【詳細な検討内容】 

対象者 市内在住の女性全員、又は子育て世帯（子供のいる世帯） 

実施方法 ①カードの方式（区分） 

 ・提示できるカード 

 ・スタンプカード 

 ・ポイントカード（Ｔポイント推奨） 

②スタンプ又はポイントの付与機会 

 ・市の主催行事への参加した時 

 ・市の後援、共催イベントに参加した時 

 

 

 

 

 

 

６ 女性向けフリーペーパーと市民女性取材班 

内容 広報かしわらに３月号のような増刊号を毎月作る。 

柏原市のキャリアのある女性、お店を頑張る人、ものすごく長生き、 

スポーツウーマン、子育てを奮闘する人、こだわりの仕事、肝っ玉かあさんな

ど幅広い意味で「かっこいい人」を特集して、生き方のメッセージ性があり、

読んで、見て、元気の出るものを作る。 

見込まれる

効果・成果 

 

様々な角度から、いろいろな価値観を肯定的に描くことで女性が自己肯定感

をもって生活することを応援する。また、広報誌であることから市をあげて女

性を大事にしていることも周知できる。 

課題 ・広報広聴課の協力が不可欠。写真家も必要。 
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７ プログラミング女子支援事業 

内容 大阪府を含む全国各地で「レイルズガールズ」※1 など、女性を対象としたプ

ログラミングのワークショップが徐々に盛り上がりを見せている。「歴女」※2

や「狩りガール」※3 など、近年女性が流行の発端となることが多く、プログラ

ミングにおいても今後女性の牽引によって盛り上がる可能性は大いにあると考

える。 

そこで、レイルズガールズの柏原市での開催や、KI ホールの Wi- Fi 整備・web

講座の開講などを実現し、本市でプログラミングを推し進めているという雰囲

気を出していきたい。その際に web 事業を行う市内事業所や市民団体、近隣大

学等と連携を取れると良いと思う。また、最終的に就労支援や創業支援にも繋

げていけるとなお良い。 

※1 フィンランド発の、女性を対象にプログラミングを教える無料ワークショップ 

※2 歴史好きあるいは歴史通の女性を指す造語 

※3 狩猟免許を取得して、ハンターの世界に飛び込んだ女性を指す造語 

先進事例 Rails Girls Osaka  

http://railsgirls.com/osaka  

見込まれる

効果・成果 

 

・web デザイナーやプログラマーが柏原に集まる 

・web 関連事業での開業機運の向上 

・市内事業所とのコラボによる事業所 web サイトの質向上 

・KI ホールの稼働率向上 

課題 ・関係機関との調整（技術的な交渉が可能な職員の確保）。 

 

 

８ 結婚相談所の開設 

内容 独身女性（柏原出身者）がターゲット。 

市役所に無料の結婚相談所をつくる、または、市主催のお見合いパーティー

をする。 

参加者は男女ともに市内在住・在学・在勤者など地元に縁がある人。 

先進事例 滋賀県米原市 結婚相談所 月 2 回開設 

三重県鳥羽市「出逢い応援事業」一泊二日のお見合いイベント 

見込まれる

効果・成果 

市民同士の結婚促進。永住に期待できる 

市の主催で相手も地元出身であれば安心感がある 

課題 ・管理組織・設備・費用などが、最初から必要。 

・会員の確保が必要。 

 

 

 

 

 

 

http://railsgirls.com/osaka
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９ カフェを作る          

内容 オーナーを募集し、市が少し手助けをする代わりに、市の要望を取り入れて

もらう。 

市の要望（案） 

・営業時間は少し遅くまで（２３時頃）。 

・昼間はママたちがカフェ＋子ども達はキッズスペースで遊ぶ。 

・夕方は女性たちがカフェ＋キッズスペースを使って、ヨガ・ベリーダンス・

フラダンス・ズンバ・エアロビクス、着付け教室・フラワーアレンジメント・

編み物教室・手話教室等 20 代・30 代が好む習い事のできるスペースとする。 

見込まれる

効果・成果 

 

子ども達を一緒に遊ばせる、お母さん達が習い事を一緒にすることで、自然

と友達が増える等、新しいコミュニティができる。 

カフェでのおしゃべりや、運動はストレス解消になる。 

都市部には色々な民間のスクールやジムがあるものの、子育てをしている女

性は遠いところへは通いにくいため、気軽に通えるところができると、女性の

健康促進となる。 

課題 ・広い場所が必要（駐車場が必須）。 

・市内全域の方に利用してもらいたいので、国分エリア、柏原エリアに数店舗

作りたい。 

その他 体育施設の指定管理者も安い受講料でヨガなどを行ってくれているが、曜日

や時間や場所などの関係で働いていると、受講しにくい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10  ママ版「人材センター」の運営 

内容 子育て中でも社会と関わることができる組織をつくる。会員になれば、ライ

フスタイルに合わせて臨時的・短期的な就業またはボランティア活動などがで

きる。ママがターゲット。 

見込まれる

効果・成果 

 

ママ同士のネットワークができ子育ての相互支援につながる。 

子育て中でも自分の経歴・技能を活かしながら、ママとして・社会人として

生き生きと生活できる。 

課題 ・管理組織・設備・費用などが、最初から必要。 

・仕事を請け負うネットワークが必要。 
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11  『（仮称）ママ応援しよう課』の設置 

内容 ママ同士の助け合いの場として、市役所に市内在住のママによる課をつくる 

（パートタイムで雇用）。市内の設備やイベントなどにおいてママによるママの

ための環境整備を推進する。イメージは、ママのモニター隊。ただし、改善に

向けて意見するだけでなく、施策の推進や広報活動も役割とする。新しい意見

を常に取り入れられるように、対象を「幼稚園の子どもを持つママ」などとし

て、2 ～3 年で次に引き継いでいく仕組みとする。 

※民間企業や団体では同様の団体があるが、自治体で行うことに意味があると

考える。 

見込まれる

効果・成果 

 

●子育て世代の定住化促進 

ママ同士の縦・横のつながりを強め、将来にわたり安心して子育てでき、住

みやすい町であると実感してもらう。 

●活き活きとしたママのお手伝い 

やりがいを持っている人は、日々活き活きしている。多くのママは子どもを

主役に考え生活されているが、ママ自身が主役になって「町をより良く変えて

いける」「社会貢献できる」と感じられる場を作ることで、ママたちがより活き

活きできると考える。 

●宣伝効果 

他市と異なる子育て支援を打ち出すことで、他地域に広くＰＲできる。移住

先の検討につながると考える。 

課題 ・ママを主役（自発的に動いてもらえるよう）にしながら、市とママ双方が望

む運営ができるような仕組み・マネジメントが必要。 

・参加者の確保。 

 

12  親子ではっぴーフェスティバル＋女子力＋何かとかしわら 

内容 9 月に開催される子育て支援課の子育て応援イベント「親子ではっぴーフェ

スティバル」は、子育て中の保護者が子どもたちと思う存分楽しんでいただく

ことにより、また明日から子育てを頑張っていこうという「活力」を養い、参

加した親子が元気に子育てができることを願って開催しています。 

昨年度は、親子の参加型の遊びを多く盛り込み開催してきましたが、そこへ

女性がいきいきと活動できる要素を幅広く盛り込み、女性の活躍や柏原市の地

域性もクローズアップしたイベントの開催をします。 

 

・子育て世代で結成する「１万人の第九」のような取り組み 

・アイデアを考える運営委員会のメンバーを一般公募（女性） 

・ファッションショー 

見込まれる

効果・成果 

 

イベントの隅々に地域での「明るい子育て」や、いろんな年代や立場の人の

「協働」のイメージを盛り込み広報することで、柏原市で暮らすことのソフト

面での安心感や安定感を持ってもらう事をめざす。 

課題 ・プロジェクトチーム全体で取り組めないかも？ 
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13  かしわら育男（イクメン）プロジェクト 

内容 子育て中のママを直接的に支援することも大切だが、ママの一番の味方にな

り、ケアできるのはパパなのではないかと考える。 

仕事で疲れて帰ってきても、家で子育てをしているママを少しだけでも気遣

えるそんなパパが増えれば、ママが日中、子育てで悩んだり、孤独を感じたり

していても救われるのではないかと思い、柏原市の子育てパパ向けの講習会に

行ったり、子育てイベント（子育て支援課既存事業、親子ではっぴーフェステ

ィバル）を活用して関連コーナーを設けたり、男性の育児参加を応援するよう

な機会を増やすもの。 

先進事例 奈良市、千葉市、柳井市等→イクメンハンドブック、イクメン手帳の作成。

その他のイクメンと名のつく講習会等開催している市が多数あり。 

見込まれる

効果・成果 

「イクメン」と呼ばれる家庭のことにも協力的な男性が増えるような環境づ

くりを行うことで、子育て中の女性のストレスを軽減し、また子育てをしなが

ら働く女性への理解も深める効果を狙う。 

その他、具体的には、講習会などパパと子どもが一緒に参加する機会を作る

ことで、その時間をママに自由に過ごしてもらうことができる。 

課題 ・「イクメン」を取り上げた施策などを行う市が多く、参考にはできるが、新規

性は低い。 

・パパ向けの講習会等は子育て支援課ですでに行っており、内容によっては既

存のものをふくらませることができる可能性があるので、子育て支援課との

調整が必要。 

・メディアなどで取り上げられる「イクメン」像は、仕事もし、育児も家事も

協力的にバリバリこなすといったものが多く、一般男性に簡単には取組みに

くいと敬遠される恐れがある。→目立った大きいことばかりではなく、ささ

いなことで育児が身近になるようなことも紹介したい。 

その他 イクメンとすると子育て世代に限定されているが、未来のイクメン候補や仕

事等をリタイアした世代にも同じようなことができると考える。 
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14  保育所送迎サポート事業 

内容 保育所への送迎に時間的余裕がなくて困っている共働きの母親のために、送

迎のお手伝いをするサービスを提供。 

たとえば柏原駅前の市民サービスコーナーにスペースを設けて、各保育所へ

の送迎を代替することで母親は自宅から駅までの往復で完結し、保育所までの

移動を割愛できるというもの。 

保育所の利用時間を超えてしまった場合の延長保育サービスや病児・病後児

保育を取り入れるなど、細かいニーズにも対応できればなおよいと思う。 

このサービスをファミリーサポートセンター（ファミサポ）による新規事業

とすることでファミサポの PR とともに、依頼会員・援助会員相互の積極的な

活用に繋げることも合わせて検討したい。 

（預かり場所が援助会員の自宅であるから不安視されることもあり、市が提供

する施設であればもう少し安心感を与えられるかもしれない） 

先進事例 千葉県流山市の送迎保育ステーション 

http://www.city.nagareyama.chiba.jp/life/19/160/000887.html  

http://toyokeizai.net/articles/ - /16818  

見込まれる

効果・成果 

 

たとえば「保育を地域で支え合うまち かしわら」や「子育ては 地域で支え

る かしわらし」などとキャッチコピーとセットで謳うことで、新たに子育て

施策に力を入れていることを PR でき、子育て世代の流入に繋げることができ

ると考える。 

（柏原市の子育て施策は、医療費助成や子育て施設の充実、待機児童数や保育

料の低さ、病児・病後児保育施設の充実など、どれを取っても比較的高水準。

足りないのは市外への広報であると思われる。） 

また、ファミサポの積極的な活用にも繋がる。 

課題 ・送迎手段及び人員並びに預かりスペースの確保。 

・依頼会員がより安心できる援助会員研修システムの構築。 

・車両運行課、こども育成課、こども政策課、柏原市社会福祉協議会との調整。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.city.nagareyama.chiba.jp/life/19/160/000887.html
http://toyokeizai.net/articles/-/16818
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15  子どもの遊び場を地域に作ろう 

内容 子供が学校から帰宅後に安心して遊べるように、地域で遊び場を提供しても

らう。そして、場所を提供した自治会などに対し、運営管理などの助成を行う。 

例えば、自治会館やコミュニティ会館を学校終了後から夕方まで開放しても

らい、地域の方が見守りつつ、遊び場を提供したり、遊びを教えたりする。 

先進事例  ※類似事業がある。自治会で管理する広場への遊具設置などの助成金。 

（大分市、羽村市、あきるの市、北谷町など、自治体や社会福祉協議会が実施。） 

見込まれる

効果・成果 

 

子供が安心して遊べる場所を地域が確保することで、子育て中又はこれから

子供を産みたいと思っている人に、安心して住んでもらえる。 

子供同士や世代間交流が盛んになれば、他地域からこの地域に住みたいと思

わせる効果が期待できる。逆に既に住んでいる人が、ここに住み続けたいと思

わせる効果も期待できる。 

課題 ・各自治会が自主性をもてるかどうか。 

・どれくらいのペースで開放してもらうことができるか（理想は毎日だが。）。 

・助成範囲の検討。 

 

 

 

 

16  柏原クラインガルテンの運営 

内容 クラインガルテン＝滞在型市民農園 

都会に住む人が週末などを利用して短期間滞在するもので、農園生活などを

目的にお試し感覚で移住できる。 

女性というよりは夫婦がターゲット。 

先進事例 高知県本山町の「クラインガルテンもとやま」 

住宅利用料／年額４０万円（年額一括払い、共益費込み）、敷金１０万円  

○農地年間利用料別途、○利用期間／１年ごとに契約更新、最長３年まで。 

見込まれる

効果・成果 

 

滞在する人が増えれば市内商業活性化につながる。 

移住促進につながる。 

（市内大学の学生向けに、同様の住まいを農園付シェアハウスとして活用でき

ればターゲットは広がる） 

課題 ・管理組織・設備・費用などが、最初から必要。 
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17  まちの防犯対策 

内容 女性や小さい子供のためだけに限らずお年寄りも今後増えてくるので、まち

の防犯対策を強化していったほうがいいのかと考える。 

防犯灯、カメラを増やすのが着手していきやすい。 

夜道が明るいだけでも、安心感も違うと思うし犯罪数の減少に繋がる。 

見込まれる

効果・成果 

 

夜道を歩くときも明るく安心。 

犯罪が減れば安全なまちの認識が高まる。 

単純なことかも知れないが、安全があってこその住みやすいまちだと考えま

す。 

課題 ・道が狭かったり、歩道がなかったり道路的にも問題があるので、ただ防犯灯

をつけたりするだけでは効果少ないかもしれないが、道路の改善も含め合わ

せて進めていければいいのかと思う。 

・現状でも少しずつ設置されているかも知れないが、足りていないと思う。た

だし、お金がかかることなので予算的に難しいかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18  安心・安全なまちづくり 

内容 現在、市内の防犯灯を LED に変更、防犯カメラ設置補助等により防犯体制の

強化を行っているが、不審者・痴漢等の犯罪が発生している。これらは女性・

子どもが狙われるケースが多い。 

LED 防犯灯、防犯カメラの新設等により、現在の事業を拡大するとともに警

察との連携を強化し安全安心なまちをつくる。 

見込まれる

効果・成果 

犯罪の減少により女性が住みやすい安心・安全なまちになることが期待できる。 

課題 ・予算の問題 
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19  重点整備地区（柏原駅・国分駅を中心）のバリアフリー基本構想の

作成（見直し） 

内容  バリアフリー法に基づき、生活関連施設（駅や病院や公共施設等）やそれら

を結ぶ生活関連経路（道路）を設定し、協議会やタウンウォッチングを行いな

がら、エレベーターの設置や歩道の拡幅・段差解消、信号機の改良等を行う。 

 柏原市版は従来のバリアフリーに加えて、授乳スペースやおむつ交換ベッド

の設置（赤ちゃんの駅）等、女性にやさしいまちづくりを盛りこんで検討して

はどうか。 

先進事例 富田林市・大東市等  

見込まれる

効果・成果 

 

 だれもが安全、安心、快適に暮らせるまちになり、高齢者や女性の社会参加

の機会を増大することができる。 

 【基本構想作成のメリット】 

・目的・目標・評価が明確になり、分野連携が得やすい。 

・市民の理解が得やすく、心のバリアフリーを推進しやすい。 

課題 ・基本構想を作成するにあたり協議会の設置が必要。 

（学識経験者・高齢者団体・障害者団体・地域住民団体・鉄道事業者・国・府・

まちづくりや福祉関係を含む各部署等） 

・作成後も継続協議会を行う必要がある。 

 

 

20  近鉄堅下駅・法善寺駅のバリアフリー化 

内容 現在、近鉄堅下駅・法善寺駅にはエレベーターがなく、ベビーカーを押す方

やお年寄りには大変不便である。 

よって誰もが利用しやすい駅にするためにバリアフリー化を行う。 

大阪府下の駅で乗降客数が 3000 人/ 日以上で、エレベーター等のバリアフ

リー化ができていない駅は 429 駅中 43 駅。（H25 年度末時点） 

【バリアフリー法で H32 年までにバリアフリー化を義務付】 

（43 駅には近鉄堅下駅・法善寺駅・大教大前駅を含む） 

 ※大教大前駅は H26 年度末完成 

先進事例 大教大前駅（H25 年度～H26 年度） 

見込まれる

効果・成果 

 だれもが安全、安心、快適に暮らせるまちになり、高齢者や女性の社会参加

の機会を増大することができる。 （電車に乗って出掛けることができる。） 

課題 ・１駅あたり約３.2 億の事業費が必要。 

『地域公共交通確保維持改善事業費補助金』（事業者：1 ／3  国：1 ／3   

市：1 ／３） 

ただし、バリアフリー基本構想を作成すれば、府の補助金が１／6 入り、市

負担も 1 ／6 になる。 
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21  花いっぱいの街お散歩どうですか？－シャッター押しますボランティア－ 

内容 大阪市内からすぐそばにあるのにもかかわらず、自然に恵まれ、公園も整備

されているにもかかわらず、認知度が低いので、美しい柏原をアピールするた

め、玉手山公園の梅、桜のシーズンにシャッターを押すボランティアを配置し、

女性一人でも気軽に散歩を楽しんでもらう環境を作っていく。柏原の美しいと

ころを広めてもらう。 

先進事例 群馬県館林市  つつじヶ丘公園 

見込まれる

効果・成果 

柏原市のおもてなし、美しいところをアピールできる。 

課題 ・ボランティアを集めること 

 

 

 

2 2  『ワインの町』で観光盛り上げ 

休日を中心にミニ観光バス（ミニツアー）を運行する。例えばきらめき号を

活用。 

周遊ルート・内容については、市内商業の活性化を考えると本来は市内を周

るルートが望ましいが、まずは市外の名所も含み、独身女性の関心を引くこと

に重点を置いた方が良いと考える。奈良観光や近隣の温泉巡りと柏原ワイン・

河内ワインを組み合わせたツアーなど。 

※特産はぶどうだが、独身女性なら、ぶどうよりもワインが人気。そこでワイ

ンを主軸にして女性観光客を集める。 

また、「日本国内で、ワインと言えば○○地方」というイメージを持つ地域は

まだあまりなく、狙い目と考える。「大阪のボルドー地方」のようなイメージで

全国にＰＲできないか？ 

内容 

石川県 加賀市周遊バス「キャンバス」 

ルートは山まわり・海まわりの 2 つ。大人は 1 日 1000 円で、何回でも乗

り降り自由。バスにはガイドさんが同乗しており、観光バスの簡易版のように

移動中に地域の話をしてくださった。使い勝手が良くて楽しめるため、電車で

訪れた多くの観光客が利用する。 

※加賀市の人口は約 68,000 人。面積は異なるが、マンパワーでは柏原市と近

い。 

小さな市にも関わらず、知名度は全国的に高い。なぜか？観光に力を入れて

いるため。 

先進事例 

●他市、他府県からの観光促進 

●ワインを楽しみたい人は自分で運転ができず、市内には坂道や狭い道が多い

ことからも、バス移動が便利。 

●バスの中は PR の絶好の機会。移動中に市内の PR ができる（ふるさと納税

など）。 

見込まれる

効果・成果 

 

・ツアーの協力企業の確保、宣伝 課題 
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23  エンディングプラン講習会 

（終活について考える機会を持ってもらう講習会の開催） 

内容 男性の平均寿命 79.59 歳、女性の平均寿命 86.35 歳であることを考えると、

夫を看取り、妻が死んで子どもたちに引き継いでいくことが、もっとも一般的

なケースと思われる。目をそむけたいが、現実的に起こる「死」「夫・自分の介

護」について事前に学んでおく機会を提供する。 

【講義内容】 

○夫の介護（費用）について 

○死亡後の手続きについて 

○葬式（費用）について 

○相続について        など 

見込まれる

効果・成果 

 

・死亡したときに、慌てず手続きを進めることができる。 

・生前に死亡後の手続き、資産活用などを決めてもらう方が若い世代は安心。 

・男性の介護予防事業への参加率が低いため、妻の立場から「夫の介護」を考

えていただくことで、男性へのアプローチを実現させる。 

課題 ・講師の確保、世間の目。 

 

 

 

 

 

 

24  市内居住市職員住居手当増額制度 

内容 現在市職員で借家等居住者に対し最高額 27,000 円支給されている住居手当

を市外居住者、市内居住者（男）、市外居住者（女）で分けて支給する。 

（例）市外居住者   ：20,000 円 最高額 

     市内居住者（男）：27,000 円 最高額 

     市内居住者（女）：30,000 円 最高額 

先進事例 直近では堺市が議会に提案、市内居住者を対象に 3,000 円増額 

見込まれる

効果・成果 

 

市内に住むことで地域の実情が分かり、市民の目線で自らの仕事を客観的に

みることができる。これから起こると想定される南海トラフ地震、近年頻繁に

起こっているゲリラ豪雨等、災害時緊急時にも駆けつけやすい。通勤手当を削

減することができる。 

課題 ・現行の手当を市内居住者に限って増額するのか、市外居住者の手当を減額す

るのか。 
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■その他の検討事項 

（１）新庁舎建設についてのアイデア No.25  

 ・「一体型の複合施設の建設」 

高齢者が安心して生きられる環境とは何か。毎日自然な形で人と関わり笑顔になり、用

事を手間なく済ませられる場所があると役立つ思い、ケアハウスや区民ホール、ショッピ

ングセンター、市役所などが一体となった建物は大変有益であると感じる。 

・「365 日稼働する教育施設の建設」 

習い事や欲しいものを与えることなど、親が子どものためにできることは様々あるが、

理想的な教育環境を与えることは個人の手では困難。教育の質を高めることは、その地域

の魅力に直結すると思う。 

・庁舎建設について、今の市役所の立地条件は、柏原地区と国分地区の真ん中にあるだけで

なく、見通しのよい国道のどこからでも進入でき、奥行きがないことを逆手にとった構想

で「機能」を横並びに展開する、いわば「もくじ」のようなわかりやすい場所としてアピ

ール。 

・複合施設に行くと、市役所、スーパー、銀行、郵便局、病院といった暮らしに関する用事

をすべて済ませられるような施設であればよい。 

・ネット時代への対応が必要。書類の電子化が進めば、書庫不足の問題は解消すると思われ

る。 

・柏原東小学校を移転させた跡地に市役所を移転し、柏原駅周辺の活性化を図る。 

・高層マンションの低層階を市役所にする。 

  ・現在市内に分散している施設の統廃合及び合同庁舎化を行ってはどうか。その際、できる

だけ、各施設を一定地域に収集させてはどうか（人口規模に見合った行政組織の構築）。 

 ・人口が減少すれば、行政組織（施設、人員含む）も縮小、削減せざるをえなくなるので、

これを想定した組織構築を目指す。 

（２）稼ぐ自治体づくり No.26  

  ・人口増は手段であって、目的は税収を増やし、市の家計を改善すること。目的外使用料収

入増や、１人あたり所得増（個人住民税・法人住民税収入増）、ふるさと納税収入増、独

自課税、知的財産活用、広告事業など色々ある。 

（３）税収アップのアイデア No.27  

  ・若い移住者を集める「（仮名）フリーター特待制度」で、イメージは、大学の特待生制度。

住民税（学費）を免除または減額・就職支援・住宅支援などをする代わりに、地域で特技

や能力を活かしてもらう地域の助け合い制度。 

・企業（創業）支援としてベンチャー企業の育成。また、既存の企業（中小商店含む）に対

しても、図書館などで情報提供するなど。 

（４）空き家をリノベーション No.28  

  ・空き家リフォームにより、おしゃれアパート（ワンルームマンション）を創設。 

（５）シェアリング制度の整備 No.29  

  ・シェアハウス、シェアカー、シェア育児など近隣コミュニティで支え合える体制を行政主

導で整備。 
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（６）道の駅構想についてのアイデア No.30  

  ・単に物を売るだけではなく、人が集まる仕組み（温泉等）づくり。 

  ・市内にはカフェやランチができる所が少なく、市外に遊びに行ってしまうことが多い。広

い駐車場のある道の駅にコーヒーショップや、ランチ（ファミリーレストラン）を誘致す

ることで、柏原市内に住む方や国道を利用する方の出かける目的地のひとつとなる。 

・レストランでは、一部地元野菜を使った日替メニューを用意してもらう等、地産地消を売

りにした道の駅。また、道の駅にはファーマーズマーケット（農産物直売所）を設置し、

市内だけでなく、中河内地区の農産物を販売する。 

  ・道の駅をつくることには、柏原の地場産業の発展にもつながり大変良いと考えているが、

森組の採石場跡地では、市の中心部から遠く離れ、自動車がなければ利用しにくい。また、

迂回路がないために交通量が多く、大雨等の災害時に度々決壊する国道 25 号線に面し、

用地購入に多額の費用が必要となるので、新庁舎建設と併せて現庁舎の敷地内に作るのが、

交通のアクセス・費用面・利便性を考えると最適であると考える。 

・野菜だけでなく柏原産の展示・販売ブースを設置。 

・チャレンジショップを補助付きで実施奨励。 

・近隣道の駅（羽曳野市、太子町、河南町、千早赤阪村、葛城市など）との連携（ポイント

共有、スタンプラリー、イベント告知媒体、ランキング等）。 

・新庁舎との併設。 

・奈良へ通じる道は国分で国道２５号線と１６５号線に分岐しているので、大阪からの車は

分岐する前、奈良からの車は合流後に利用できるのでは？ 

・サイクリングロードの中継地としても道の駅は欠かせず、スポーツ愛好家の利用や知名度

アップは間違いないと思われる。派手な観光はなくても、穴場スポットになる。シャワー

ルーム（有料）や更衣室があればさらに良い。まさしく自転車愛好家の聖地になると思わ

れる。ストライダーも生きてくる。 

  ・どこかの企業がプロデュースした道の駅にしたり、企業とタイアップして限定商品を置い

たり、これまで道の駅を利用したことがない人も行ってみたいと思うようなものも必要な

のではと思う。 

  ・柏原の名物と言えば、やはりぶどうやワインを思い浮かべる人が多いと思うので、大人に

はワインを無料で提供したり、ワインづくりを体験したり、冬にはホットワインを提供し

たり、子供にはぶどうジュースを提供したりすれば興味を持たれると思う。 

・山が多いので、猪や鹿など動物の肉を使った料理や山菜やキノコ類が食べられるレストラ

ンみたいなのがあればいいと思う。 

・野生の肉など最初は敬遠されがちだと思うが、味の良さが発揮できれば口コミで広がり、

新たな名物になっていくかもしれない。 

・飲み水もおいしい方だと思うので、更に良くできれば水を使って米や野菜などつくり、特

産物を増やしていければと思う。 

・せっかく自然多い町なので、自然を生かしていきたい。 

・道の駅を現市役所の位置に造り、柏原市の中心から情報発信を行う。 
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（７）学校園の統廃合と再整備 No.31  

・柏原地区の再整備にあたって、柏原中学校北の公社所有地、柏原東幼稚園を活用。 

  ・少子高齢化が進む現代社会において、都市部ではすでに多くの学校が統廃合されており、

文部科学省も昨年末に公立小中学校を統廃合する際の基準を見直す方針を決め、学校園の

統廃合は必然の事と考えるが、単に子どもが少なくなったから、公有財産の有効利用を目

的としたハード面の統合ではなく、地域の特性を考え、特色ある学校づくりを考えるソフ

ト面がより重要なものと考える。 

  ・Wi- Fi を整備してタブレットを全児童・生徒配布。 

・プログラミング教育を大阪教育大学との連携により実施。 

  ・人口に見合った学校や施設の数に統廃合することは必要であると思う。ただ、統廃合後の

跡地の有効的な活用の検討や、学校の場合、統廃合による校区の広がりで生じる通学問題

(通学時の安全確保やスクールバス等)を検討する必要があると思う。  

  ・学校園施設の利用に関しては、地域住民としては利用しやすい施設として認識されている

と思うので、地域コミュニティ形成のための施策としては有効だと思う。ただし、コミュ

ニティセンターとの競合は考えなければならない。 

・小中学校の統廃合は中長期的観点から最優先課題ではないかと考える。 

・確実に人口が減るなかで、市の年齢別人口分布資料を参考に、２０年３０年後の人口を見

据え、思い切った統廃合を進めるべきではないか。 

【案】現在市が進める幼小中一貫校での校区割で行う案 

   柏原中学校区・・・・柏原東小学校、柏原小学校 ⇒ １校へ統廃合 

   堅下北中学校区・・・堅下小学校、堅下北小学校 ⇒ １校へ統廃合 

   堅下南中学校区・・・堅下南小学校       ⇒ 現行のまま 

   堅上中学校区・・・・堅上小学校        ⇒ 現行のまま 

   国分中学校区・・・・国分小学校、国分東小学校 ⇒ １校へ統廃合 

   玉手中学校区・・・・玉手小学校、旭ヶ丘小学校 ⇒ １校へ統廃合 

   ※堅下南中学校区及び、堅上中学校区は、小中学校が隣接しているため、どちらかの

敷地内への統合も検討してはどうか。 

     ※旭ヶ丘小学校区は国分中学校区と玉手中学校区へ分割も検討材料。（玉手山が障害） 

     ※人口が減少し続ければ、将来的には柏原地区に１中学校、国分地区に１中学校、堅

上地区に１中学校ぐらいになるかもしれない前提で、基幹となる学校を想定してお

き、集中又は優先的に整備をしてはどうか。 

     ※校区が広くなる場合は、スクールバスなども検討材料。 

（８）恩智川法善寺遊水地のグラウンド整備 No.32  

   ・こどもの遊べる場所の提供、グラウンド整備とあわせて、芝生化した公園の整備、アス

レチック、遊具等。 

・フットサルコートの創設 

シュライカー大阪や個人参加型フットサル運営団体との連携によって利用促進。また、

スーパー銭湯を誘致して相乗効果を図るなど。 

   ・「遊水地＝大雨の時に水浸しになる」⇒管理費のかからない方法を考えざるを得ないと思

う。 

・広場の他にビオトープやランニングコース、キャンプ場を整備する。 
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■提案（検討）事項と事業担当部課 
 各提案（検討）項目は、次の各担当部課での検討が望まれる。 

部課名 提案（検討）番号 

各課 No.3  

企画調整課 No.25 、26  

広報広聴課 No.1 、2 、6  

人事課 No.24  

にぎわい都市創造部 No.5 、8 、9 、21 、27 、28  

地域連携支援課 No.15 、1 7 、1 8 、29  

まちの魅力づくり課 No.4 、2 2  

産業振興課 No.7 、10 、16 、30  

高齢介護課 No.23  

こども未来部 No.11 、1 4  

こども政策課 No.4 、12 、1 3  

都市計画課 No.19  

道路水路整備課 No.19 、2 0  

教育総務課 No.31  

スポーツ推進課 No.32  

 

 

 

■おわりに 
 プロジェクトチームでは、各委員（メンバー）が、「一体どうやったら柏原市に人が増えるんか

なあ。」、「柏原市ににぎわいを取り戻すにはどうしたらいいんやろう。」といったことについて、

所属する業務に関連したことや過去の経験を活かして、そして、それぞれが柏原市の発展を願っ

て、9 か月間の長期にわたり検討してまいりました。ここに掲載した提案事項 24 項目及び検討

事項 8 項目の合計 32 項目の中には、今まさに進行している事業もあれば、実施に至るまでには

困難な壁が立ちはだかっている事業もありますが、どの提案も知恵を絞り、また意見を出し合っ

た結果ですので、今後の事業検討における提案の採用、あるいは検討のヒントになれば、と考え

ております。 
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■要綱 

 

柏原暮らし促進検討プロジェクトチーム要綱 

 

 

平成 26 年 10 月 31 日決裁 

 

 (設置) 

第 1 条 本市の定住人口の減少を食い止め、交流人口の増加を図り、もって住みたい・住み続け

たいまちづくりを進めていくことを目的とする施策(以下「促進施策」という。)の展開に向けた

多角的な検討を行うため、柏原市事務分掌規則(昭和 62 年 11 月 2 日規則第 12 号。以下「規

則」という。)第 2 条の規定に基づき、柏原暮らし促進検討プロジェクトチーム(以下「チーム」

という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 チームは、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 促進施策の調査研究に関すること。 

(2) 促進施策の事業化及び予算化に関すること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、本市に住みたい、住み続けたいと思う意欲の増進を図るために

必要な事項に関すること。 

(組織) 

第 3 条 チームは、各部からの推薦によるチーム参加について熱意のある者をもって組織する。 

2  チームに座長及び副座長各 1 人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

3  座長は、チームを代表し、会務を総理する。 

4  副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

(会議) 

第 4 条 チームの会議は、座長が招集する。 

2  チームにおいて必要と認めたときは、会議に関係職員の出席を求め意見等を聴くことができ

る。 

(庶務) 

第 5 条 チームの庶務は、政策推進部企画調整課において処理する。 

(その他) 

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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■プロジェクトチーム（12 名） 

 乾  正人（座長）    舩冨 督央（副座長）   川口 賀史    栗田 浩司 

 栄井 香織      笹尾 哲治       杉本 吉正    高野 敏幸 

 戸越 敬子      中井 新吾       南 由紀子    村井 みゆき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■検討会議開催状況 
 開催日 検 討 内 容 

第 1 回 H26.12.22  市長講演と質疑応答、ディスカッション 

第 2 回 H27.  1.14  
「これまでの検討を踏まえた視点等の整理」と「市の

考え方と今後の方向性について」 

第 3 回 H27. 2. 4  検討テーマについて 

第 4 回 H27.  3.  6  
テーマ「女性の住みやすいまちづくり」にもとづく提

案について 

第 5 回 H27. 5.14  継続検討となった提案について（具体的な検討） 

第 6 回 H27. 6.25  
具体的検討事項について 

（特に検討するとなった 2 提案） 

第 7 回 H27. 7. 9  
具体的検討事項について 

（特に検討するとなった 2 提案） 

第 8 回 H27. 7 .31  
提案事項の最終検討について 

これまでの提案事項にかかる担当課について 

第 9 回 H27. 8.28  最終提案報告書の作成について 

 

 
《プロジェクトチームの声》 

ḱ ḭ וֹ ךּ ṡּ︡פ Ṣ ךּ ḭנּ שּ Ṅ נּ

לּ ︣ ךּ ךּ כֿ ṡ Ṣ ףּ ︡וֹ ︣Ḯ  

ḱ ḭ לּ ṇ ︢ ṇ ךּ ︣ כֿ צּ קּ

︡ Ḯ ḭ ︡ צּ צּ פּךּ נּ קּךּ ךּ ︣Ḯ 

ḱ אל קּ לּ ḭ קּ צּ אל אלḭשּ︡ ︠

קּ כֿ צּ פּ ︣Ḯ 

ḱ Ṅ Ṅ ḱ ︡ḭ ︡ ︡ ḭצּ ︡

ḭשּ ḱ ︡ וֹ טּצּ ךּ ︣Ḯ 

ḱּך צּ קּ כֿ ḭṡצּ פֿ︡ Ṣ ︡ ךּ לּ

︡ Ḯ 

ḱ וֹ צּ ḭ צּ נּ פּ כֿךּ פּ ḭ

כֿ אלשּ טּצּ זּ ︢ ︡ Ḯ 

 

 

 


